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松山市地域公共交通網形成計画（本編） 新旧対照表 

頁 現  行 改 定 案 

2 

1.3 計画の期間 

本計画の計画期間は、2019（平成 31）年 4月～2024（平成 36）年 3月まで

の 5年間とします。 

1.3 計画の期間 

本計画の計画期間は、2019（平成 31）年 4月～2026（令和 8）年 3月までの

7年間とします。 

13 

3.1.1 人口の推移 

松山市の総人口は、2010（平成 22）年をピークに減少傾向に転じ、2040（平

成 52）年には 1985（昭和 60）年の人口水準（2015（平成 27）年から約 5.7万

人減）に達すると推計されています。 

0～14歳人口及び 15～64歳人口は既に減少傾向にあり、一方で 65歳以上人

口は 2050（平成 62）年頃まで増加が継続すると推計されています。 

3.1.1 人口の推移 

松山市の総人口は、2010（平成 22）年をピークに減少傾向に転じ、2040（令

和 22）年には 1985（昭和 60）年の人口水準（2015（平成 27）年から約 5.7万

人減）に達すると推計されています。 

0～14歳人口及び 15～64歳人口は既に減少傾向にあり、一方で 65歳以上人

口は 2050（令和 32）年頃まで増加が継続すると推計されています。 
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3.1.2 人口密度の推移 

2040（平成 52）年においては、人口減少にともなって 60 人/ha 以上の地域

が縮小することが見込まれています。 

2040（平成 52）年の松山市の人口は、1980（昭和 55）年と同程度にまで減

少すると見込まれていますが、人口の分布状況は大きく異なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3 松山市の人口密度の推移（国勢調査） 

3.1.2 人口密度の推移 

2040（令和 22）年においては、人口減少にともなって 60 人/ha 以上の地域

が縮小することが見込まれています。 

2040（令和 22）年の松山市の人口は、1980（昭和 55）年と同程度にまで減

少すると見込まれていますが、人口の分布状況は大きく異なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3 松山市の人口密度の推移（国勢調査） 

2040（R22） 
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3.2.1 都市構造上の課題 

（1）公共交通の利便性・持続可能性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4 公共交通の利便性別人口（市内全域） 

3.2.1 都市構造上の課題 

（1）公共交通の利便性・持続可能性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4 公共交通の利便性別人口（市内全域） 

16 図 3.5 公共交通の利用圏と人口密度（2040（平成 52）年） 図 3.5 公共交通の利用圏と人口密度（2040（令和 22）年） 

18 

凡例 

 人口密度 40人/ha以上（H52） 

 人口密度 40人/ha未満（H52） 

図 3.7 都市機能施設の立地状況と人口密度（2040（平成 52）年） 

凡例 

 人口密度 40人/ha以上（R22） 

 人口密度 40人/ha未満（R22） 

図 3.7 都市機能施設の立地状況と人口密度（2040（令和 22）年） 

19 

凡例 

 高齢者増加（H22→H52） 

図 3.8 高齢者増加地域（2010（平成 22）→2040（平成 52））と施設分布 

凡例 

 高齢者増加（H22→R22） 

図 3.8 高齢者増加地域（2010（平成 22）→2040（令和 22））と施設分布 

94 
7.2.1 施策内容 

 短期、中期、長期（5年間） 

7.2.1 施策内容 

 短期、中期、長期（7年間） 
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7.2.2 事業概要 

（3）乗継拠点のシームレス化の推進 

（新設） 

 

7.2.2 事業概要 

（3）乗継拠点のシームレス化の推進 
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99-2 

 

（新設） 
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7.2.3 事業スケジュール 7.2.3 事業スケジュール 
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頁 現  行 改 定 案 
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8.1 評価指標 

計画の目標 公共交通サービス水準の向上 

検討項目 高齢化に配慮したモビリティ環境の構築 

事業名 
・ 車両バリアフリー化の推進 

・ 自動車から公共交通転換を促進 

指  標 

・ ノンステップバスなどの導入率 

・ 高齢者の外出率 

・ 高齢者の免許返納者数（65歳以上） 

指標の説明 

施策の実施から高齢者への外出支援状況を把握する。 

・ 車両のバリアフリー化の状況を把握する。 

・ 移動手段の整備などによる高齢者の外出状況を把握する。 

・ 高齢者の免許保有者数の推移からを把握する。 

現 況 

・ バス車両バリアフリー化：80.3％ 〔2017（平成 29）年度〕 

・ 高齢者外出率：66.6％ 〔2015（平成 27）年度〕 

・ 高齢者の免許返納者数：1,857人/年 〔2017（平成 29）年度〕 

目 標 値 

・ バス車両バリアフリー化：85.0％ 〔2022（平成 34）年度〕 

・ 高齢者外出率：現状維持 〔2020（平成 32）年度〕 

・ 高齢者の免許返納者数：2,500人/年 〔2022（平成 34）年度〕 

備 考 ― 

・ 車両バリアフリー化は、ノンステップバスの導入率とします。現況は

2018（平成 30）年 3月の伊予鉄バスの状況（株式会社伊予鉄グループ

HP）で示されている数値を用い、目標値は「第 6次松山市総合計画 後

期基本計画（2018 (平成 30)年 3月）」における「良好な交通環境の整

備」として「ノンステップバスの導入率(2022(平成 34)年度）」として示

されている数値を用いました。 

8.1 評価指標 

計画の目標 公共交通サービス水準の向上 

検討項目 高齢化に配慮したモビリティ環境の構築 

事業名 
・ 車両バリアフリー化の推進 

・ 自動車から公共交通転換を促進 

指  標 

・ ノンステップバスなどの導入率 

・ 高齢者の外出率 

・ 高齢者の免許返納者数（65歳以上） 

指標の説明 

施策の実施から高齢者への外出支援状況を把握する。 

・ 車両のバリアフリー化の状況を把握する。 

・ 移動手段の整備などによる高齢者の外出状況を把握する。 

・ 高齢者の免許保有者数の推移からを把握する。 

現 況 

・ バス車両バリアフリー化：80.3％ 〔2017（平成 29）年度〕 

・ 高齢者外出率：66.6％ 〔2015（平成 27）年度〕 

・ 高齢者の免許返納者数：1,857人/年 〔2017（平成 29）年度〕 

目 標 値 

・ バス車両バリアフリー化：92.0％ 

・ 高齢者外出率：現状維持 

・ 高齢者の免許返納者数：2,500人/年 

備 考 ― 

・ 車両バリアフリー化は、ノンステップバスの導入率とします。現況は

2018（平成 30）年 3月の伊予鉄バスの状況（株式会社伊予鉄グループ

HP）で示されている数値を用い、目標値は「第 6次松山市総合計画 後

期基本計画（2018 (平成 30)年 3月、令和 5年 3月変更）」における「良

好な交通環境の整備」として「ノンステップバスの導入率(2024(令和 6)

年度）」の数値を参考にしました。 
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頁 現  行 改 定 案 
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計画の目標 バスネットワークの効率化 

検討項目 地域状況に応じた公共交通の形成 

事業名 

・ 幹線交通での高サービスの提供 

・ 支線交通のサービス向上 

・ デマンド交通等の運用支援 

指  標 
・ バス利用者数 

・ 不便地域・空白地域の比率 

指標の説明 

施策の実施状況を運行路線数の推移、施策による効果を

利用者数で継続的に施策の状況を確認する。 

また、公共交通の導入による不便地域、空白地域の変化を

把握する。 

現 況 

・ バス利用者数：7,854千人/年 〔2016（平成 28）年度〕 

・ 不便地域・空白地域の人口比率：26.2％ 〔2010（平成

22）年度〕 

目 標 値 

・ バス利用者数：現状維持 〔2022（平成 34）年度〕 

・ 不便地域・空白地域の人口比率：25.0％以下 〔2020

（平成 32）年度〕 

備 考 ― 
 

 

計画の目標 バスネットワークの効率化 

検討項目 地域状況に応じた公共交通の形成 

事業名 

・ 幹線交通での高サービスの提供 

・ 支線交通のサービス向上 

・ デマンド交通等の運用支援 

指  標 
・ バス利用者数 

・ 不便地域・空白地域の比率 

指標の説明 

施策の実施状況を運行路線数の推移、施策による効果を

利用者数で継続的に施策の状況を確認する。 

また、公共交通の導入による不便地域、空白地域の変化を

把握する。 

現 況 

・ バス利用者数：7,854千人/年 〔2016（平成 28）年度〕 

・ 不便地域・空白地域の人口比率：26.2％ 〔2010（平成

22）年度〕 

目 標 値 

・ バス利用者数：現状維持 

・ 不便地域・空白地域の人口比率：25.0％以下  

 

備 考 ― 
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計画の目標 交通結節点の機能強化 

検討項目 乗継拠点のシームレス化を推進 

事業名 ・ 乗継環境の改善 

指  標 ・ 乗継拠点（駅・バス停）での利用者数 

指標の説明 
改善による効果として、乗継拠点での利用者動向(鉄道・軌

道・バス乗降数)を把握する。 

現 況 
・ 乗継拠点乗降数： 18,455千人/年 〔2016（平成 28）

年度〕 

目 標 値 ・ 乗継拠点乗降数：現状維持 〔2022（平成 34）年度〕 

備 考 ― 
 

計画の目標 
地域住民の機運醸成 

交通事業者の持続可能な運営 

検討項目 地域公共交通の活性化・利用促進 

事業名 

・ 広報活動・イベントの実施 

・ 公共交通の定期利用促進 

・ 地域住民が主体となる公共交通の仕組づくり 

指  標 ・ バス定期券利用者数 

指標の説明 

公共交通利用促進として実施したイベント、バスマップなど配

布により、公共交通（バス）の利用が推進されているか、利用

者数の推移から把握する。 

現 況 
・ バス定期券利用者数：2,830千人/年 〔2016（平成

28）年度〕 

目 標 値 ・ バス定期券利用者数：現状維持 〔2022（平成 34）年度〕 

備 考 ― 
 

 

計画の目標 交通結節点の機能強化 

検討項目 乗継拠点のシームレス化を推進 

事業名 ・ 乗継環境の改善 

指  標 ・ 乗継拠点（駅・バス停）での利用者数 

指標の説明 
改善による効果として、乗継拠点での利用者動向(鉄道・軌

道・バス乗降数)を把握する。 

現 況 
・ 乗継拠点乗降数： 18,455千人/年 〔2016（平成 28）

年度〕 

目 標 値 ・ 乗継拠点乗降数：現状維持 

備 考 ― 
 

計画の目標 
地域住民の機運醸成 

交通事業者の持続可能な運営 

検討項目 地域公共交通の活性化・利用促進 

事業名 

・ 広報活動・イベントの実施 

・ 公共交通の定期利用促進 

・ 地域住民が主体となる公共交通の仕組づくり 

指  標 ・ バス定期券利用者数 

指標の説明 

公共交通利用促進として実施したイベント、バスマップなど

配布により、公共交通（バス）の利用が推進されているか、利

用者数の推移から把握する。 

現 況 
・ バス定期券利用者数：2,830千人/年 〔2016（平成

28）年度〕 

目 標 値 ・ バス定期券利用者数：現状維持  

備 考 ― 
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8.3 達成状況の評価 

 

図 8.3 計画の見直しの考え方 

8.3 達成状況の評価 

 

図 8.3 計画の見直しの考え方 

 


